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KOMORI Haruo 「『日本型土地システム』の検討（続）―日本型とアジア型の比較研究序説―」／『財政学研究』17号、財政学
研究会、1992年8月、単著。

「現代日本の土地問題と土地政策（下）―地方自治の視点から―」／『財政学研究』18号、財政学研究会、1993
年8月、単著。

「日本資本主義と不動産金融」／『調査と研究』別冊　第5号、京都大学経済学会、1993年10月、単著。
「電力事業と水資源開発」／『経済論叢』第153巻第1・2号、京都大学経済学会、1994年1月、単著。
「水資源開発と地方自治」／『経済論叢』第154巻第1号、京都大学経済学会、1994年7月、単著。
「京都府における行政文書の引継移管と評価選別」／『資料館紀要』第23号、京都府立総合資料館、1995年3月、
単著。

「農業水利と日本型社会」／『商経論叢』第45号、鹿児島県立短期大学、1996年3月、単著。
「日本の土地・開発法制」／『商経論叢』第46号、鹿児島県立短期大学、1996年9月、単著。
「薬害エイズ問題と官僚機構」／『商経論叢』第47号、鹿児島県立短期大学、1997年5月、単著。
「日本はなぜダム開発をやめられないのか」／『行財政研究』第36号、行財政総合研究所、1998年5月、単著。
「原発立地による財政効果」／『自治研かごしま』第66号、鹿児島県地方自治研究所、1999年4月、単著。
「介護保険のしくみと問題点」／『研究年報』第30号、鹿児島県立短期大学地域研究所、2000年3月、単著。
「地域文化施設としての文書館」／『研究年報』第30号、鹿児島県立短期大学地域研究所、2000年3月、単著。
「建設産業と公共事業」／『商経論叢』第50号、鹿児島県立短期大学、2000年3月、単著。
「志布志の開発と財政」／『自治研かごしま』第69号、鹿児島県地方自治研究所、2000年3月、単著。
「鹿児島県財政の分析」／『商経論叢』第51号、鹿児島県立短期大学、2001年3月、単著。
「公的介護保険の現実と財政」／『研究年報』第32号、鹿児島県立短期大学地域研究所、2001年3月、単著。
「府県制と道州制」／『研究年報』第10号、㈳大阪自治体問題研究所、2007年9月、単著。
「平成の市町村合併と道州制」／『経済科学通信』第121号、基礎経済科学研究所、2009年12月、単著。

【国内学会発表】

「水資源開発と地方自治」／日本地方自治学会第9回大会、北九州大学、1995年11月、単独。
「奄美群島の地方財政」／日本地方財政学会第7回大会、香川大学、1999年5月、単独。
「原子力政策と地方財政」／日本地方財政学会第8回大会、横浜国立大学、2000年6月、単独。
「鹿児島の地域開発と財政」／九州経済学会第37回大会、鹿児島大学、2000年12月、単独。
「ジェンダー視点を重視した総合的学習の経験」／経済学教育学会第18回全国大会、京都大学、2002年11月、
単独。

「ビデオ活用型講義の試み」／経済学教育学会第19回全国大会、中京大学、2003年11月、単独。
「経済教育における3つの試み―講義「経済学概論Ⅱ」の実践から」／経済教育学会第20回全国大会、松本大
学、2004年12月、単独。

「18歳のハローワーク」／経済教育学会第26回全国大会、京都橘大学、2010年9月、単独。

【その他】

＜教育実践報告＞「ジェンダー視点を重視した総合的学習の経験」／『経済学教育』第22号、経済学教育学会、
2003年4月、単著。
＜教育実践報告＞「ビデオ活用型講義の試み」／『京都橘女子大学研究紀要』第30号、2004年1月、単著。
＜教育実践報告＞「経済学教育における3つの試み」／『京都橘女子大学研究紀要』第31号、2005年1月単著。
＜書評＞「後藤和子著『芸術文化の公共政策』」／『経済科学通信』第91号、基礎経済科学研究所、1999年12
月、単著。
＜書評＞「池上惇・小暮宣雄・大和滋編『現代のまちづくり―地域固有の創造的環境を―』」／『文化経済学』
第2巻第3号、文化経済学会＜日本＞、2001年3月、単著。
＜書評＞「長島誠一著『経済と社会』」／『経済』No.115、新日本出版社、2005年3月、単著。

【著書】

『地域のなかの公務労働』／「社会の共同業務と公務労働―公務労働論争（芝田説・
有田説・池上説）の再検討」、大月書店、1981年6月、共著。

『情報化社会の行政改革』／「府県自治体とその中央集権化の諸段階」、青木書店、
1986年4月、共著。

『講座・構造転換・第1巻　国際化のなかの日本』／「国際化・情報化と中小企業」、
青木書店、1987年7月、共著。

『日本の文書館運動』／「各地の史料保存の取組み・第9節近畿地方」、岩田書院、
1996年3月、共著。

『行政手続法と地方自治』／「自由課題報告Ⅰ水資源開発と地方自治」、敬文堂、1996
年11月、共著。

『日本型地域開発』／文理閣、1997年10月、単著。
『奄美群島の経済社会の変容』／「奄美群島の地方財政」、鹿児島県立短期大学地域研
究所、1999年3月、共著。

『鹿児島における高等教育を考える』／「県外進学による所得漏出額の推計」「こうす
ればペイする公立大学の経営」「他県の公立大学創造の経験に学ぶ」、『研究年報』
特集号、鹿児島県立短期大学地域研究所、2000年3月、共著。

『文化政策入門』／「文化と環境問題」、丸善ライブラリー、2001年2月、共著。
『鹿児島における開発政策と地方財政』／「鹿児島県財政の分析」「志布志の開発と財
政」「原発立地による財政効果」「『奄振』（奄美群島振興開発事業）と財政」、鹿
児島県地方自治研究所、2001年3月、共著。

『地域に根ざし地域を活かす大学』／「長崎県立シーボルト大学のケース・スタディ」
「福井県立大学と滋賀県立大学のケーススタディ」、鹿児島県立短期大学地域研究
所、2002年3月、共著。

『ゼミナール「女性学＋男性学」』／高菅出版、2002年3月、単著。
『文化政策学の展開』／「文化と環境問題」、晃洋書房、2003年3月、共著。
『文化開発の可能性―コラボレートする山科からの提案』／「区役所をまちづくりの
拠点に」、晃洋書房、2004年3月、共著。

『文化政策の時代と新しい大学教育』／「ゼミナール『女性学＋男性学』」、晃洋書房、
2005年3月、共著。

『地域開発政策における公共事業の財政問題』／高菅出版、2005年8月、単著。
『府県制と道州制』／高菅出版、2007年1月、単著。
『時代はまるで資本論』／「労働時間と過労死」、昭和堂、2008年12月、共著。

【学術論文】

「現代日本の土地問題と土地政策（上）―日本型土地システムの検討を中心に―」／
『財政学研究』16号、財政学研究会、1991年8月、単著。

研究課題1⃝文化的地域開発
研究課題2⃝水資源開発問題
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小森　治夫

職名

現代ビジネス学部
都市環境デザイン学科教授

学歴

京都大学大学院経済学研究
科博士後期課程現代経済学
専攻単位取得後退学（1996）

学位

博士（経済学）（京都大学、
1997）

所属学会

日本地方財政学会、日本財
政学会、経済教育学会、文
化経済学会＜日本＞、日本
地方自治学会、環境経済・
政策学会、日本財政法学会

専門分野

文化政策、地域開発、地方
自治、地方財政


